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浜松市の概要
浜松市
【人口】
790,580人（令和5年4月時点）

【面積】
1,558.06㎢

【主要産業】
製造業（輸送用機械器具・光電子技術等）

【歩み】
明治44年7月 市制施行
平成17年7月 12市町村合併
平成19年4月 政令指定都市移行
令和 6年1月 行政区再編

【市内企業】

【浜松ブランド】
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浜松地域における脱炭素経営の課題

○相対的に数の多い製造業は脱炭素経営に向けた支援が手厚いものの、エネルギー
利用やCO2排出量の多い運輸業、建設業などを含む全業種に向けた網羅的な支援
は行き届いていなかった。

○また、市をはじめ商工会議所や産業支援機関、地域金融機関などは個々で脱炭素
経営推進施策を実施しており、連携した支援ができていなかった。
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今年度整備した脱炭素経営支援体制及び支援メニュー

○今年度、環境省の「地域ぐるみでの脱炭素経営支援体制構築モデル事業」の採択
を受けて、地域企業の脱炭素経営に資する「支援体制」と「支援メニュー」を整
備。

支援体制の整備

・市、商工会議所、産業支援機関、地域金融機関、地域新電力の計7組織で「浜松
地域脱炭素経営支援コンソーシアム」を設立。

支援メニューの整備

・中小企業の脱炭素経営の実態・ニーズ把握を目的としたアンケート調査を実施。
・全業界を対象にコンソーシアム主催の脱炭素経営セミナーを開催。
・複数の地域金融機関で提供する温室効果ガス排出量算定ツールを活用したデータ
連係の仕組みを構築。

・今後不足が予測される専門人材の発掘及び派遣。
・省エネセンターの「カーボンニュートラル診断」の結果を踏まえたカーボン
ニュートラルガイドラインを作成。
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浜松地域脱炭素経営支援コンソーシアムの構築

○市は、浜松商工会議所、公益財団法人イノベーション推進機構、株式会社静岡銀
行、浜松いわた信用金庫、遠州信用金庫、株式会社浜松新電力の計7組織で「浜
松地域脱炭素経営支援コンソーシアム」を設立。

○参画機関の連携で、地域企業に対し「知る」「測る」「減らす」を一気通貫で伴
走支援が可能な体制を構築。

浜松地域脱炭素経営支援コンソーシアム
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温室効果ガス排出量可視化事業のデータ活用

○複数の地域金融機関で、安価にGHG排出量算定ツールを提供することで、地域企
業の「測る」を推進。

○収集したデータは市と連係・共有し、脱炭素経営支援施策の検討・実施に活用す
ることで、地域企業の脱炭素化推進基盤として整備。

温室効果ガス排出量可視化事業
温室効果ガス排出量算定サービス「しずおかGX

サポート」を、地域企業1企業あたり1IDを無償提
供し、脱炭素経営を支援。
温室効果ガス排出量データを市と金融機関2行

で連係し、支援施策の企画立案・推進に活用。

データを活用した施策検討の例

蓄積したGHG排出量データは、産業別など様々
な切り口で排出状況を分析。
対策が必要な業界を特定するなど、施策の検討

及び実施に活用予定。

A産業

B産業

C産業

D産業

E産業

F産業

G産業

E産業

n+1年

n年

産業別排出状況の可視化イメージ

E産業では削減が
進んでいない
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次年度以降の支援体制と支援メニュー

○次年度以降は、常設窓口の設置やコンソーシアム参画機関による伴走支援を実施
し、一気通貫での支援体制を強化。

○脱炭素経営セミナーや定例・出張相談会の開催、専門家の派遣などを実施し、
「知る」「測る」「減らす」の一連の段階に応じた支援メニューを整備。

○地域金融機関と連携し、脱炭素コベナンツローン（企業が温室効果ガス排出量削
減目標を設定し、その削減目標の達成状況によって金利が変動する金融商品）の
手数料に対し補助を実施し、「測る」と「減らす」を積極支援。

①中小企業脱炭素経営支援事業
コンソーシアム参画機関が連携し、常設窓口の運
営、セミナー・相談会等の開催、専門家派遣など、
地域企業の脱炭素化の取り組みを伴走支援。

②脱炭素経営支援融資推進事業
コンソーシアムに参画する地域金融機関などと連
携し、温室効果ガス排出削減計画の策定や削減計
画実行に伴う資金需要を積極支援。
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浜松市の脱炭素化に向けた今後の取組み

○令和6年度改定予定の「浜松市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」では、
官民一体で、温室効果ガスの排出削減と“市民の暮らしの向上”、“企業の成⾧”、
“地域の持続的発展”を図る 「浜松版グリーントランスフォーメーション」を推進
することとしている。

○浜松地域脱炭素経営支援コンソーシアムでは、官民一体で地域企業の脱炭素経営
を支援し、 “企業の成⾧” に繋げ “地域の持続的発展”を目指す。

温室効果ガス
排出削減

地域の持続的発展

+ 企業の成⾧

市民の暮らしの向上

官民一体での浜松版GX推進で目指す姿




